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要 旨

農地や森林は，農作物や木材の供給以外にも，国土保全や水源涵養，気候の安定化，地球温
暖化防止，生物多様性保全，レクリエーション機会の創出などの多様な役割を果たしている．
これら農地や森林の生態系サービスの重要性を示すためには，その価値を貨幣単位で評価して
可視化することが効果的である．しかし，生態系サービスの多くは市場で取引されることがな
く，価格が存在しないため，価格に基づいてその価値を評価することができない．このため，
その価値の評価には，環境評価手法と呼ばれる特別な手法が使われる．本稿では，農地や森林
の生態系サービスの価値評価に適用可能な環境評価手法として，代替法，ヘドニック価格法，
トラベルコスト法，CVM，コンジョイント分析を取り上げ，その経済理論と推定方法について
解説を行う．

キーワード：環境評価手法，代替法，ヘドニック価格法，トラベルコスト法，仮想評
価法（CVM），コンジョイント分析．

1. はじめに

農地や森林は，農作物や木材の供給以外にも，国土保全や水源涵養，気候の安定化，地球温
暖化防止，生物多様性保全，レクリエーション機会の創出などの多様な役割を果たしている
（日本学術会議, 2001）．農地や森林が持つこれらの機能は，多面的機能と呼ばれており，近年
は生態系サービスという表現も広く用いられている．生態系サービスとは，生態系が人間にも
たらす恩恵のことであり，国連の呼びかけで 2001年から 2005年に行われた生態系に関する地
球規模の総合評価であるミレニアム生態系評価（Millennium Ecosystem Assessment: MA）で提
唱された概念である（Millennium Ecosystem Assessment, 2005）．
農地や森林の生態系サービスは，人間が安全で快適な生活を送る上で重要な役割を果たして

いる．これからの農林業政策では，農作物や木材の供給者としてだけではなく，生態系サービ
スを発揮する主体として農林業をとらえ，それらのサービスが適切に発揮されるために必要な
対策を実施していくことが重要である．そのためには，農地や森林の生態系サービスの重要性
を，受益者であり納税者でもある一般の人々に広く理解してもらう必要がある．農地や森林の
生態系サービスの重要性を示すためには，その価値を貨幣単位で評価して可視化することが効
果的である．誰もが理解しやすい貨幣を単位としてその価値を示すことで，多くの人々に重要
性を理解してもらうことができると考えられる．
農産物や木材などは市場で取引されるため価格が存在する．したがって，それらの供給に関

わるサービスについては，市場価格に基づいて価値を評価することが可能な場合がある．しか
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し，生態系サービスの多くは市場で取引されないため，価格が存在しない．したがって，価格
に基づいてその価値を評価することができない．このため，その価値の評価には，主に環境経
済学の分野で研究が進められている環境評価手法と呼ばれる特別な手法が使われる（栗山 他,
2013）．
本稿では，農地や森林の生態系サービスの価値評価に適用可能な環境評価手法を紹介する．

本稿の構成は以下の通りである．2節では，農地や森林の生態系サービスの価値とその評価手
法について概観する．3節では，代表的な環境評価手法のうち，顕示選好法に分類される代替
法，ヘドニック価格法，トラベルコスト法について解説する．4節では，同じく表明選好法に
分類される仮想評価法（CVM），コンジョイント分析について解説する．5節では，顕示選好法
と表明選好法を統合した RP-SP結合モデルについて解説する．最後にまとめと今後の課題を
提示する．

2. 環境の価値と評価手法

2.1 農地と森林の価値
農地や森林が我々にもたらす便益の観点からそれらの価値を整理してみよう（栗山 他,

2013）．農地からは農産物を，森林からは木材や食料（きのこ・木の実など）をそれぞれ収穫し
消費することができる．このように収穫物を消費するなどの形で，環境を直接的に利用するこ
とで得られる価値を直接的利用価値という．また，農地や森林では美しい景観を楽しむことが
できるほか，農地では農業体験，森林ではハイキングなどのレクリエーションを楽しむことが
できる．このように，その環境が存在することで間接的に得られる価値を間接的利用価値とい
う．さらに，将来レクリエーションに利用する可能性があるから，あるいは将来そこから有用
な遺伝資源が発見される可能性があるからといった理由で農地や森林を保全したいと考える人
もいるだろう．このように，将来の利用可能性を維持することから得られる価値をオプション
価値という．これらの価値は，いずれも利用することで得られるため利用価値と総称される．
一方，農地や森林には利用しなくても得られる価値も存在する．将来世代に貴重な環境を残

したいと考える人は，農地や森林を子や孫の世代に引き継ぐことで満足を得ると考えられる．
このように，環境を将来世代に残すことから得られる価値を遺産価値という．また，農地や森
林が存在すること自体から満足を得る人もいるだろう．このように，貴重な環境が存在すると
いう事実から得られる価値を存在価値という．遺産価値や存在価値は，利用しなくても得られ
る価値であるため非利用価値，または受動的利用価値と呼ばれる．

2.2 環境評価手法
経済学では，消費者がそれを手に入れることと引き換えに最大限支払ってもいいと考える金

額である支払意志額（willingness to pay: WTP）で財やサービスの価値を評価する．
WTPに基づく代表的な環境評価手法の特徴をまとめたものが表 1である．環境評価手法は，

人々の行動に基づいて分析を行う顕示選好法と，人々の意見に基づいて分析を行う表明選好法
に分類される（栗山, 1998; 栗山 他, 2013）．前者の代表的な手法には代替法，ヘドニック価格
法，トラベルコスト法があり，後者の代表的な手法には仮想評価法（CVM），コンジョイント分
析がある．
顕示選好法は実際に人々が行った行動をもとに分析を行うため，人々の表明した意見に基づ

いて分析を行う表明選好法と比較してデータの信頼性が高い．しかしながら，人々の行動に基
づいて分析を行う顕示選好法で評価できるのは利用価値だけである．非利用価値は人々の行動
に反映されないため，顕示選好法では評価できない．非利用価値を評価するためには，人々の
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表 1．代表的な環境評価手法．

意見をもとに評価を行う表明選好法が必要となる．
以下では農地や森林の生態系サービスの価値評価への適用を想定して，代表的な環境評価手

法の概要を説明する．

3. 顕示選好法の詳細

3.1 代替法
代替法は，環境が提供するサービスと同等のサービスを人為的に提供するために必要となる

費用で環境の価値を評価するものである（栗山 他, 2013）．例えば，ある農地の保水機能の価
値は，同等の保水機能を持つダムを建設するのに必要となる費用で評価する．
日本では農業・農村や森林の多面的機能の評価で代替法がしばしば用いられてきた．林野庁

は全国の森林の多面的機能の価値を，農林水産省は全国ならびに中山間地域の農地の多面的機
能の価値を，それぞれ代替法で評価している（林野庁, 1972; 農業・農村の公益的機能の評価検
討チーム, 1998）．また，日本学術会議（2001）は，農林水産大臣の諮問に対する答申として，農
業の多面的機能と森林の多面的機能の価値を代替法で評価した結果を発表している（表 2）．
代替法は，比較的簡単な計算により分析が可能である．またシンプルな手法であるため直感

的に理解しやすい．しかし，代替法にはいくつかの問題がある（栗山 他, 2013）．第一に，代
替法を用いるためには，例えば，農地の保水機能がダム何個分に相当するかといった自然科学
的な情報が必要であるが，そのような評価は自然科学的にも容易ではなく，信頼性の高いデー
タが得られない場合がある．第二に，代替法を用いるためには，環境が提供するサービスと全
く同じサービスを提供する財やサービス（完全代替の関係にある財やサービス）の価格を用いる
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表 2．代替法で評価した農業の多面的機能と森林の多面的機能の価値．

必要がある．もし環境と財やサービスが完全代替の関係にない場合には，経済学的に正しい評
価額が得られない．第三に，代替法で評価可能なものは，市場で取引される財やサービスに
よって代替できるものだけである．農地や森林が希少種の生息の場の役割を果たしていたとし
ても，そのような機能を市場で取引される財やサービスによって代替することは困難であるた
め，その価値を代替法で評価することは困難である．

3.2 ヘドニック価格法
ヘドニック価格法は，環境が住宅価格に及ぼす影響からその価値を評価する方法である（栗

山 他, 2013; 庄子 他, 2011）．
図 1は縦軸に住宅の価格，横軸に農地や森林の美しい景観を楽しむことができる眺望の程度

をとっている．ここでは，住宅価格に影響を及ぼす属性のうち，眺望の程度以外はすべて固定
し，住宅価格と眺望の程度の関係のみを描いている．他の条件が同じであれば，眺望の程度が
よい住宅ほど価格が高くなるので，住宅価格と眺望の程度の間には右上がりの曲線で表される
関係がある．この曲線をヘドニック価格曲線と呼ぶ．
例えば，眺望の程度が q0 で景観を楽しむことができない住宅の価格は p0 であり，眺望の程
度が q1 で景観を楽しむことができる住宅の価格は p1 であるとき，この価格の差 p1 − p0 を景
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図 1．ヘドニック価格曲線．住宅価格と環境の質（ここでは眺望の程度）の関係を表すヘドニッ
ク価格曲線は右上がりとなる．ヘドニック価格曲線は，付け値曲線 Bn とオファー曲線

On の包絡線となっている．

観の価値とみなすことができる．
ただし，ヘドニック価格法により環境の価値を評価する場合，過大評価となる場合があるこ

とに注意が必要である．ヘドニック価格曲線は，付け値曲線 Bn とオファー曲線 On の包絡線
となっている（Rosen, 1974）．ここで，付け値曲線 Bn とは，一定の効用を達成するために消費
者 nが様々な眺望の程度に対して最大限支払うことができる金額を表し，オファー曲線 On と
は，一定の利潤を達成するために生産者 nが最低限受け取らなければならない金額を表す．例
えば，眺望の程度を q0 から q1 に改善することに対するWTPは付け値曲線より p2 − p0 であ
る．ヘドニック価格曲線を推定した上で，消費者の付け値曲線を推定する二段階推定を行うこ
とができれば，このWTPを正確に評価することができる．しかし，実際にはデータの制約の
ため，ヘドニック価格曲線の推定しか行われないことが多い．このとき，ヘドニック価格曲線
に基づいて評価を行うと，評価額は p1 − p0 となる．ここから，ヘドニック価格曲線に基づい
て評価を行った場合には，p1 − p2だけ過大評価となることがわかる．ただし，眺望の程度の変
化が微小であれば，ヘドニック価格曲線に基づく評価によりWTPを近似することができるた
め，過大評価の問題は無視できる．
実際の分析では，様々な住宅のデータを集めて，住宅価格と住宅価格に影響を及ぼすと考え

られる様々な属性（部屋数，築年数，交通アクセス，. . .，眺望の程度など）の関係を表すヘド
ニック価格関数を回帰分析により推定することで，眺望の程度が住宅価格に及ぼす影響を特定
する．ヘドニック価格関数は以下のように表される．

(3.1) p = f(q)

ただし，pは住宅価格，qは住宅価格に影響を及ぼす属性のベクトルである．
ヘドニック価格関数の関数形としては，線形，両対数，片対数などがよく用いられる．ま

た，Box-Cox変換によって関数形を決定する方法も用いられる．例えば，qの要素である変数
qk（k は属性を表す添え字）に Box-Cox変換を適用すると，以下のようになる．ただし，ηk は
Box-Cox変換パラメータであり，ηk = 0のときは対数，ηk = 1のときは線形となる．

(3.2) q
(ηk)
k =

⎧⎨
⎩

q
ηk
k −1
ηk

ηk �= 0

ln qk ηk = 0
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近年は，因果識別を行うために，外生的なショックの影響を受ける地域（処置群）と，ショッ
クの影響を受けない地域（対照群）を比較する準実験的手法とヘドニック価格法を組み合わせた
分析も行われている（Parmeter and Pope, 2013; Phaneuf and Requate, 2017）．
そのような準実験的手法の代表的な手法は，差分の差分法（difference-in-difference: DID）で

ある．DIDは，環境汚染の発生や環境規制の導入といった外生的なショックの影響を受ける地
域のショックの前後での住宅価格の変化と，ショックの影響を受けない地域のショックの前後
での住宅価格の変化を比較するものである．このため，DIDはショックの前後の住宅価格の
データを使用できる場合に用いることができる．
ショックにより，ある環境の質 q が q0 から q1 に変化するとする．ここで，t期に販売され
る住宅 jの価格を pjt と表し，住宅がショックの影響を受ける地域に存在する場合に 1をとり，
そうでないときに 0をとるダミー変数 DS

jt と，ショックの後（t = 1）に売買が行われたときに 1
をとり，ショックの前（t = 0）に売買が行われたときに 0をとるダミー変数 DT

jt を定義すると，
推定式は以下のようになる．

(3.3) ln pjt = β′xjt + δ1DS
jt + δ2DT

jt + δDDDS
jtD

T
jt + εjt, j = 1, . . . , J,

ここでは，例として片対数型の関数形を仮定した場合の推定式を示している．xjt は環境の質
q以外の住宅価格に影響を及ぼす要因のベクトルを表し，βはそのパラメータのベクトルを表
す．なお，「′」は転置を意味する．δDD はショック後に，ショックの影響を受ける地域で販売
されたことによる価格の差をとらえており，環境の質 qの変化が住宅価格に及ぼす影響を表し
ている．
環境経済学分野の適用事例には Davis（2004）がある．Davis（2004）は，ネバダ州のある郡で，

ある時期以降にガンの件数が増加したことに注目し，ガンの件数が増加した郡とそうでない郡
で住宅価格を比較することで，健康リスクが住宅価格に及ぼす影響を明らかにした．

DIDでは，処置群と対照群が似ていることを仮定するが，実際に両者が似ているとは限らな
い．そこで，処置群とできるだけ似た対照群を設定するために，傾向スコアマッチングという
手法が用いられることがある．これは，観察可能なデータに基づき各サンプルが処置群に割り
当てられる確率を推定し，それが等しい処置群と対照群のペアをマッチングするものである．
因果識別のために用いられるもう 1 つの代表的な方法が回帰不連続デザイン（regression

discontinuity design: RDD）である．RDDはクロスセクションデータで分析が可能である．
たとえば，環境の質 q の住宅価格 pj への影響を計測することが目的であるとしよう．汚染
源からそれぞれの住宅までの距離 dj は連続変数であり，環境の状況が変化する境目となる閾
値の距離 dが存在すると仮定する．汚染源からの距離が一定の範囲内（dj < d）の地域では一様
に環境の質が悪く（q = ql），汚染源からの距離が一定の範囲外（dj > d）の地域では一様に環境
の質がよい（q = qh）とする．ここで，H < J の住宅は，閾値のすぐ内側またはすぐ外側に立地
しているとする．このとき，RDDでは，閾値の周辺に存在する H の住宅のデータだけを使用
して以下の式を推定する．

(3.4) ln pj = β′xjt + δRDDj + εj , j = 1, . . . , H,

ここでは，例として片対数型の関数形を仮定した場合の推定式を示している．Dj は q = qh の
ときに 1をとり，q = ql のときに 0をとるダミー変数である．δRD は環境の質 qの違いが住宅
価格に及ぼす影響を表す．ただし，この推定値は閾値周辺でのものであり，すべての住宅でこ
の推定値が妥当であることは保証されないことに注意が必要である．
環境経済学分野の適用事例には，大気浄化法について分析を行った Chay and Greenstone

（2005）がある．大気浄化法では，大気汚染物質の量が基準値を超えると未達成地域に指定さ
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れ，既達成地域よりも厳しい規制が行われる．したがって，閾値のすぐ上の地域とすぐ下の地
域では当初の汚染の差はわずかであるが，その後の規制の強さが異なることとなる．このこと
を利用して，閾値のすぐ上の地域とすぐ下の地域の住宅価格を比較することで，住宅価格が大
気質の改善にどのように反応するかを調べた．
環境評価の分野では，大気の清浄さをはじめとして，騒音の程度や水質の清浄さといった

様々な環境の質の評価にヘドニック価格法が用いられている（Smith and Huang, 1995）．
しかし，ヘドニック価格法にはいくつかの問題がある（栗山 他, 2013; 庄子 他, 2011）．第一
に，ヘドニック価格法では，住宅市場が完全競争市場であり，取引費用（経済取引を行う際に発
生する費用）が存在しないことが仮定されるが，現実には完全競争市場が想定するように，す
べての消費者と生産者（不動産供給者）が環境の質に関する情報を含むあらゆる情報を把握して
行動しているわけではないし，物件を探す手間や引越し費用などの取引費用が存在する．した
がって，これらの仮定は非現実的である．第二に，価格が高い住宅は，駅までの距離が近く，
市街地までの距離も近いといったように，住宅価格に影響を及ぼす要因間には高い相関が存在
することが多いため，ヘドニック価格関数の推定においては多重共線性が発生しやすい．第三
に，ヘドニック価格法は住宅価格を用いた分析であるため，住宅価格に影響する環境の価値し
か評価できない．例えば，住宅地から離れた場所にある農地や森林の状況は，住宅価格に反映
されにくいため，ヘドニック法でその価値を評価することは困難である．
近年は，空間データ特有の性質を明示的に考慮した計量経済モデルである空間計量経済モデ

ルを用いて分析を行う空間ヘドニック法に関する研究も行われており（星野, 2011），手法の洗
練化が進められている．

3.3 トラベルコスト法
トラベルコスト法は，旅行費用に基づいてレクリエーションの価値を評価する方法である

（栗山 他, 2013; 柘植 他, 2011b）．なお，ここでの旅行費用とは，交通費だけではなく，訪問に
要した時間の価値を含む，レクリエーションへの参加に要したあらゆる費用の合計である．
トラベルコスト法には，特定のサイトへの旅行費用と訪問回数の関係から，そのサイトにお

けるレクリエーションに対する需要曲線（レクリエーション需要曲線）を推定するシングルサイ
トモデルと，複数の代替的なサイトの中から訪問するサイトを選択する行動を後述のランダム
効用モデルによりモデル化し，効用関数を推定するサイト選択モデルがある．また，近年は，
訪問するサイトの選択と訪問回数の決定の双方を扱うことができるモデルの開発も進められて
いる．

3.3.1 シングルサイトモデル
図 2は縦軸に旅行費用，横軸に訪問回数をとっている．旅行費用が高いほど訪問回数は減る
ので，旅行費用と訪問回数の関係を表すレクリエーション需要曲線は右下がりとなる．
レクリエーション需要曲線に基づいて，個人がレクリエーションから得る便益を表す消費者

余剰を計算する．例えば，旅行費用が p1のとき，消費者余剰は三角形 p1ApC となる．ここで，
pC はチョークプライスと呼ばれ，訪問回数がゼロになる旅行費用を表す．
個人単位のデータを用いてレクリエーション需要曲線を推定する方法を個人トラベルコスト

法と呼ぶ．ある期間中のサイト iへの訪問回数を xi，サイト iへの旅行費用を pi，代替的なサ
イト jへの旅行費用を pj，所得をM，年齢や性別などの個人属性のベクトルを zとすると，レ
クリエーション需要曲線は以下のように表わされる．

(3.5) xi = f(pi, pj , M, z)
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図 2．レクリエーション需要曲線．旅行費用と訪問回数の関係を表すレクリエーション需要曲
線は右下がりとなる．

このとき，旅行費用が p1 の場合の消費者余剰 CS は以下のように表される．ただし，pc は
チョークプライスを表す．

(3.6) CS =
∫ pc

p1

f(pi, pj , M, z)dpi

訪問回数のデータは非負の整数となるため，レクリエーション需要曲線の推定には，式（3.7）
のポアソン回帰や，式（3.8）の負の二項分布モデルなどのカウントモデルが用いられる（Shaw,
1988; Haab and McConnell, 2002）．

(3.7) Pr(xni) = exp(−λni) · λxni
ni

xni!

(3.8) Pr(xni) =
Γ

( 1
α

+ xni

)
Γ

( 1
α

)
Γ(xni + 1)

( 1
α

1
α

+ λni

) 1
α

(
λni

1
α

+ λni

)xni

ただし，xni は個人 nのサイト iへの訪問回数を表し，Pr(xni)はある期間中に個人 nがサイト
iを x回訪問する確率を表す．λni は個人 nのサイト iへの訪問回数の期待値であり，サイト i

への旅行費用 pni，代替的なサイト j への旅行費用 pnj，所得Mn，個人属性のベクトル zn な
どの関数として，ln(λni) = βpi pni + βpj pnj + βM Mn + β′

zzn のように表される．左辺を ln(λni)
とするのは，確率が非負となるようにするためである．式（3.8）の Γはガンマ関数を表し，αは
過分散（overdispersion）パラメータを表す．パラメータは最尤法によって推定される．ポアソン
回帰では，訪問回数の期待値と分散が等しいことが仮定されるのに対し，負の二項分布モデル
はこの仮定を必要としない点でより一般的なモデルである．
いずれのモデルでも，個人 nの期間中の消費者余剰 CSni は以下のように求められる．

(3.9) CSni = −λni

βpi

分析に必要となる訪問回数や居住地などのデータは，アンケート調査により収集する．しか
し，一般市民を対象としたアンケート調査（オフサイトサンプリング）で，あるサイトの訪問者
についての十分なサンプル数を確保しようとすると大規模な調査が必要となる．そこで，より
効率的に訪問者のデータを収集するため，サイトで訪問者を対象とした調査（オンサイトサン
プリング）を行うことが多い．しかし，Shaw（1988）が示したように，オンサイトサンプリング
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を行った場合には，回答者は全員訪問者であるため，訪問回数が 1以上となる切断（truncation）
と呼ばれる現象が発生する．また，訪問回数が多い人ほどサンプルに含まれやすい内生的層化
（endogenous stratification）と呼ばれる現象も発生する．これらはパラメータの推定値に影響を
及ぼす．これらの問題に対して，Shaw（1988）は，ポアソン回帰の場合には式（3.10），負の二項
分布モデルの場合には式（3.11）のように修正することで，バイアスのない推定値が得られるこ
とを示した（Shaw, 1988; Haab and McConnell, 2002）．

(3.10) Pr(xni) = exp(−λni) · λxni−1
ni

(xni − 1)!

(3.11) Pr(xni) =
xniΓ

( 1
α

+ xni

)
Γ

( 1
α

)
Γ(xni + 1)

( 1
α

1
α

+ λni

) 1
α

(
1

1
α

+ λni

)xni

λxni−1
ni

シングルサイトモデルでは，ある特定のサイトへの訪問回数を分析することで，そのサイト
におけるレクリエーションの価値を評価する．代替的なサイトが存在しない場合には問題ない
が，代替的なサイトが存在する場合には，それを考慮する必要がある．そこで，代替的なサイ
トへの旅行費用をレクリエーション需要曲線の変数として含めることなどが行われるが，代替
的なサイトの影響は限定的にしか分析することができない．代替的なサイトの影響を分析する
ためには，次節で紹介するサイト選択モデルがより適する．

3.3.2 サイト選択モデル
代替的なサイトの中から訪問するサイトを選択する行動を分析するサイト選択モデルでは，

ランダム効用モデルを用いて個人の選択行動をモデル化する．
個人 nがサイト iから得る効用が，効用をもたらす要因が分析者に観察可能なもの（例えば，
森林であれば樹木の本数や種類，旅行費用など）と分析者には観察不可能なため確率的に扱わ
ざるを得ないものからなるとする．ランダム効用モデルを用いると，前者を確定項 Vni，後者
を誤差項 εni として，サイト iを訪問することから得られる効用を以下のように表すことがで
きる．

(3.12) Uni = Vni + εni

ここで，確定項 Vni に線形を仮定すると，以下のように表される．

(3.13) Vni = β′
qqi + βppi

ただし，qi はサイト iのサイト属性ベクトル，βq はそのパラメータのベクトル，pi はサイト i

の旅行費用，βp はそのパラメータである．βq はサイト属性の限界効用のベクトルを表す．ま
た，βp は旅行費用の限界効用を表し，その絶対値は所得の限界効用を表す．
個人は代替的なサイトの中から最大の効用が得られるサイトを選択すると考えられる．個人

nが，代替的なサイトの集合である選択セット C = {1, 2, . . . , J}の中からサイト iを選択する
確率 Prni は，サイト iを選択したときの効用 Uni が，その他のサイト j(j �= i)を選択したとき
の効用 Unj よりも高くなる確率であるから，以下のように表すことができる．

(3.14) Prni = Pr(Uni > Unj ∀j ∈ C, j �= i) = Pr(Vni − Vnj > εnj − εni ∀j ∈ C, j �= i)

ここで，誤差項が独立で同一な第一種極値分布（ガンベル分布）にしたがうと仮定すると，個人 n

がサイト iを選択する確率 Prni は，以下の条件付ロジットモデルにより表される（McFadden,
1974）．
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(3.15) Prni = exp(μVni)∑
j∈C

exp(μVnj)
=

exp{μ(β′
qqi + βppi)}∑

j∈C
exp{μ(β′

qqj + βppj)}
アンケート調査により，人々がどのサイトの中からどのサイトを選択したかを把握できれ

ば，それらのデータを用いて，最尤法により βq や βp を推定することができる．なお，μはス
ケールパラメータを表し，通常は 1 と仮定される（Train, 2009）．

βq や βp の推定値を用いることで，サイト属性の変化やサイトの増減に対するWTPを評価
することができる．例えば，サイト属性の q0

j から q1
j への変化に対するWTPは以下のように

求めることができる（Small and Rosen, 1981; Haab and McConnel, 2002）．

(3.16) WTP = − 1
βp

[
ln

[ ∑
j∈C

exp[Vnj(q1
j )]

]
− ln

[ ∑
j∈C

exp[Vnj(q0
j )]

]]

ここで，あるサイト属性 qk の限界的な変化に対するWTP である限界支払意志額（marginal
willingness to pay: MWTP）は，サイト属性 qk の限界効用 βk と所得の限界効用 −βp の比とし
て以下のように求めることができる．

(3.17) MWTPk = −βk

βp

また，サイトの新設に対するWTPは以下のように表すことができる．ただし，C は新設さ
れたサイトを含まない選択セット，C′ は新設されたサイトを含む選択セットを表す．

(3.18) WTP = − 1
βp

[
ln

[ ∑
j∈C′

exp[Vnj(qj)]

]
− ln

[ ∑
j∈C

exp[Vnj(qj)]

]]

3.3.3 クーン・タッカーモデル
サイト選択モデルでは，代替的なサイト間での選択行動を分析することはできるが，訪問回

数を分析することはできない．一方，シングルサイトモデルでは，特定のサイトへの訪問回数
を分析することはできるが，代替的なサイトの影響を限定的にしか考慮できない．そこで，両
者を扱うことができるモデルの開発が行われている．代表的なものに，訪問するサイトは内点
解，訪問しないサイトは端点解として扱うことで，サイト選択と訪問回数選択を 1つの効用最
大化問題としてモデル化するクーン・タッカーモデル（端点解モデル）がある（Phaneuf, et al.,
2000; 柘植 他, 2011a; 柘植 他, 2011b）．
クーン・タッカーモデルでは，以下の効用最大化問題を考える．

(3.19) Max U(x, q, h, β, ε) s.t. p′x + h = M, h > 0, xj ≥ 0, j = 1, . . . , J

ただし，U は効用関数，xは各サイトへの訪問回数のベクトル，qは各サイトの属性行列，hは
ニュメレールの消費量，β はパラメータのベクトル，εは誤差項のベクトル，pは各サイトへ
の旅行費用のベクトル，M は所得，xj はサイト j の訪問回数である．
この問題を解くと，以下の条件が得られる．

(3.20) Uj ≤ Uhpj , x∗
j ≥ 0, x∗

j [Uj − Uhpj ] = 0, j = 1, . . . , J

ただし，Uj = ∂U/∂xj , Uh = ∂U/∂hであり，pj はサイト j への旅行費用，x∗
j は効用最大化問

題の解である．
ここで，Uhε = ∂Uh/∂ε = 0, ∂Uj/∂εk = 0(∀k �= j), ∂Uj/∂εj > 0(∀j)を仮定すると，式（3.20）
は以下のように書ける．
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(3.21) εj ≤ gj(x∗, p, M, q, β), x∗
j ≥ 0, x∗

j [εj − gj ] = 0, j = 1, . . . , J

ただし，x∗ は効用最大化問題を解くことで求められる各サイトへの訪問回数のベクトルであ
り，εj はサイト j の誤差項である．また，以下の等式の解を gj とする．

(3.22) Uj(x∗, q, M − p′x∗, β, gj) − Uh(x∗, q, M − p′x∗, β)pj = 0

ここで，訪問回数がゼロとなる確率は Pr(εj < gj) であり，訪問回数が 1 以上となる確
率は Pr(εj = gj) であるため，最初の m 個のサイトを訪問する（xj > 0, j = 1, . . . , m かつ
xj = 0, j = m + 1, . . . , J）確率は，以下のように表される．

Pr(x1, . . . , xm, 0m+1, . . . , 0J ) = Pr[ε1 = g1, . . . , εm = gm, εm+1 ≤ gm+1, . . . , εJ ≤ gJ ](3.23)

=
∫ gm+1

−∞
· · ·

∫ gJ

−∞
fε(g1, . . . , gm, εm+1, . . . , εJ )

×|Jm|dεm+1, . . . , dεJ

ただし，|Jm|は x1, . . . , xm から ε1, . . . , εm への変換のためのヤコビアンである．
εj の分布 fε と効用関数の関数形を仮定することで，βを推定することが可能となる．εj が

第一種極値分布にしたがう場合，式（3.23）の閉形式が存在するため，εj の分布 fεには第一種極
値分布が仮定されることが多い．また，補償変分の計算を容易にするため，効用関数には加法
分離的な関数形が用いられる．代表的な関数形は以下のようなものである（von Haefen et al.,
2004; 柘植 他, 2011a）．

U(x, q, h, β, ε) =
J∑

j=1

Ψ(z, εj) ln(φ(qj)xj + π) + 1
ρ

hρ

Ψ(z, εj) = exp(δ′z + εj)(3.24)

φ(qj) = exp(γ′qj)

ここで，zは個人属性のベクトル，δはそのパラメータのベクトル，qj はサイト j の属性のベ
クトル，γ はそのパラメータのベクトルである．πは訪問回数に関係なく効用に影響する部分
を表し，トランスレイティングと呼ばれる．ρは所得効果を表すパラメータである．
クーン・タッカーモデルでは，二分法などの数値計算により補償変分を探索的に求める．詳

しくは，von Haefen et al.（2004）や柘植 他（2011a）を参照されたい．

3.3.4 トラベルコスト法の課題
トラベルコスト法は，農地や森林の保健・休養機能の評価に適する．しかし，トラベルコス

ト法にはいくつかの問題がある（栗山 他, 2013）．第一に，トラベルコスト法では，旅行費用を
正確に把握することが重要である．しかし，旅行費用には交通費だけでなく，レクリエーショ
ンに参加するために費やしたあらゆる費用が含まれる．すべての個人について，それらを正確
に把握することは容易ではない．特に，機会費用の正確な把握は課題である．第二に，原生的
なサイトほど，自然が豊かで，混雑が少なく，静穏であるといったように，サイト属性のデー
タ間にはしばしば相関が存在するため，サイト選択モデルでは，サイト属性間に多重共線性が
発生しやすい．第三に，トラベルコスト法は旅行費用を用いた分析であるため，レクリエー
ション行動に反映される環境の価値しか評価できない．したがって，農地や森林の保健・休養
機能以外の機能を評価することは困難である．
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図 3．WTP と WTA．（1）生態系サービスの水準が q0 から q1 に改善されることに対する

WTP はM0 − M1 で示され，この生態系サービスの改善が中止されることに対する

WTAはM2 − M0 で示される．（2）生態系サービスの水準が q0 から q2 に低下するこ

とに対するWTAはM4 − M0 で示され，この生態系サービスの低下を回避すること

に対するWTPはM0 − M3 で示される．

4. 表明選好法の詳細

4.1 仮想評価法（CVM）
仮想評価法（contingent valuation method: CVM）は，アンケート調査で把握した人々の意見

をもとに環境の価値を評価する方法である（栗山 他, 2013）．
CVM では，環境改善に対する WTP，環境悪化に対する受入補償額（willingness to accept

compensation: WTA），環境改善中止に対するWTA，環境悪化中止に対するWTPのいずれか
を尋ねることで環境の価値を評価する．
例えば，ある生態系サービスの水準が q0 から q1 に改善することに対するWTPは，間接効
用関数 V を用いて次式のように定義される．

(4.1) V (q0, M) = V (q1, M − WTP)

ただし，M は所得，q0 は改善前の生態系サービスの水準，q1 は改善後の生態系サービスの水
準を表す．つまり，生態系サービスの水準の改善に対するWTPは，生態系サービスの水準が
改善された状況で，生態系サービスの水準が改善される前の効用水準を達成するために，消費
者から取り去ることのできる最大の金額を表す．一方，生態系サービスの水準の改善が中止さ
れたことに対するWTAは，間接効用関数 V を用いて次式のように定義される．

(4.2) V (q0, M + WTA) = V (q1, M)

つまり，生態系サービスの水準の改善が中止されたことに対するWTAは，生態系サービスの
水準が改善される前の状況で，生態系サービスの水準が改善された状況の効用水準を達成する
ために，消費者に与えなければならない最小の金額を表す．
上記のWTPとWTAを図示したものが図 3の（1）である．当初，個人が所得 M0，生態系
サービスの水準が q0 の点 Aにいるとする．ここで，生態系サービスの水準が q1 に改善する状
況を考える．これにより，個人は所得がM0，生態系サービスの水準が q1 の点 Bに移動するこ
ととなる．このとき，個人は，より右上の無差別曲線上の点に移動することとなる．無差別曲
線は，右上方にあるほど効用が高いことを表すので，これは望ましい変化である．したがって，
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個人はこの変化を実現したいと考える．個人が，この変化を実現するために支払ってもいいと
考える最大の金額，つまり，生態系サービスの水準の改善のためのWTPは，M0 − M1 で示さ
れる．なぜならば，点 Aの状態から，最大M0 − M1 だけ支払ったとしても，生態系サービス
が改善する前の無差別曲線上の点 Cに移動することになり，生態系サービスが改善する前の効
用水準が維持できるからである．一方，生態系サービスの改善中止に対するWTAはM2 − M0

で示される．なぜならば，点 Aの状態でM2 − M0 だけ受け取れば，生態系サービスが改善さ
れた場合の無差別曲線上の点 Dに移動することになり，生態系サービスが改善した場合の効用
水準が達成できるからである．
生態系サービスの水準が低下することに対するWTAと，生態系サービスの水準が低下する

ことを回避するためのWTPは，図 3の（2）のように示される．
同じ対象をWTPとWTAで評価した場合，しばしばWTAがWTPを大きく上回る（栗山
他, 2013）．CVMではより控えめな評価額を得ることが推奨されているため，WTPを尋ねるこ
とが多いことから，以下では環境改善に対するWTPを尋ねるケースを想定して説明を行う．

CVMには，表 3に示すように，自由回答形式，競りゲーム（付け値ゲーム）形式，支払いカー
ド形式，二肢選択形式などの質問形式が開発されているが，最もバイアスが発生しにくく，提
示された金額を見て賛成するか否かを決めるという回答形式が日常の購買行動と類似している
ため回答しやすい二肢選択形式が広く用いられている（栗山 他, 2013）．また，二肢選択形式
の質問の後に，提示額を変更してもう一度質問を繰り返す二段階二肢選択形式も考案されてい
る（Hanemann et al., 1991）．二段階二肢選択形式では，通常の二肢選択形式よりもWTPの存
在する区間を特定することができる．以下では二肢選択形式に焦点を当てて説明を行う．
二肢選択形式の分析には様々な方法が用いられるが，ここでは，最も一般的に用いられるラ

ンダム効用モデルによる分析について解説を行う（Hanemann, 1984）．
ランダム効用モデルでは，回答者 nが賛成と回答したときの効用 Un1 と反対と回答したとき
の効用 Un0 が，それぞれ観察可能な確定項 V と，観察不可能な誤差項 εからなると仮定する．

(4.3) Un1 = V (q1, Mn − pn) + εn1

(4.4) Un0 = V (q0, Mn) + εn0

ただし，Mn は所得，pn は賛成と回答した場合の負担額，q1 は環境改善がなされる場合の環境
の状況，q0 は環境改善がなされない場合の環境の状況を示している．このとき，回答者 nが賛
成と回答する確率 Prn1 は，賛成と回答したときの効用 Un1 が反対と回答したときの効用 Un0

よりも高くなる確率であるから，以下のように表すことができる．

Prn1 = Pr[Un1 > Un0] = Pr[V (q1, Mn − pn) + εn1 > V (q0, Mn) + εn0](4.5)

= Pr[V (q1, Mn − pn) − V (q0, Mn) > εn0 − εn1]

= Pr[εn1 − εn0 > −ΔVn]

ただし，ΔVn は賛成と回答した場合と反対と回答した場合の確定項の差であり，効用差関数
と呼ばれる．
効用差関数の関数形を特定し，誤差項に特定の分布を仮定することで，効用差関数のパラ

メータを推定することが可能となる．例えば，線形の効用差関数 ΔVn は，以下のように表さ
れる．

(4.6) ΔVn = α + βpn

ただし，αと β は推定されるパラメータである．αは環境変化に対する評価を表し，β は所得
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表 3．CVMの質問形式．

ならびに負担額に対する評価を表す．後者の絶対値は所得の限界効用と解釈される．
誤差項が独立で同一な第一種極値分布に従うと仮定すると，回答者が賛成と回答する確率

Prn1 は，以下の二項ロジットモデルによって表すことができる．

(4.7) Prn1 = 1
1 + e−ΔVn

また，誤差項が独立で同一な標準正規分布に従うと仮定すると，確率 Prn1 は，以下の二項
プロビットモデルによって表すことができる．

(4.8) Prn1 = Φ(ΔVn)
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図 4．中央値と平均値．提示額と支払いに賛成する確率の関係を表す受諾確率曲線は右下がり
になる．WTPの中央値は提示額に賛成する確率が 0.5となる金額と定義され，平均値
は受諾確率を提示額に関して積分することで求められる．

ただし，Φは標準正規分布の累積分布関数を表す．パラメータ αと β は最尤法により推定さ
れる．
性別，年齢，所得といった回答者の社会経済的属性や，評価対象に関する知識，環境問題に

対する関心の度合いなどを変数化し，効用差関数の説明変数に加えることも可能である．この
ようなモデルを推定することで，WTPに影響を及ぼす要因を明らかにすることができる（栗
山 他, 2013）．
縦軸に提示額に賛成する確率（受諾確率），横軸に提示額をとると，両者の関係を表す受諾確

率曲線は図 4のように右下がりになる．二肢選択形式では，WTPの推計値として中央値と平
均値の 2種類の金額が得られる．中央値は，提示額に賛成する確率が 0.5となる金額と定義さ
れる．一方，平均値は，回答者が賛成と回答する確率 Prn1 を提示額に関して積分することで
求められる．ただし，あまりに高額な提示額まで積分を行うことは現実的でないため，最大提
示額など，一定の金額までで打ち切ることが多い．中央値と平均値はそれぞれ図 4のように示
される．二項ロジットモデルで線形の効用差関数を仮定した場合の中央値WTP∗ と最大提示
額 pmax まで積分を行った場合の平均値WTP+ は以下のように表される（Hanemann, 1984）．

(4.9) WTP∗ = −α

β

(4.10) WTP+ =
∫ pmax

0

1
1 + exp{−(α + βp)}dp

4.2 コンジョイント分析
コンジョイント分析も CVMと同様にアンケート調査を用いる方法である．CVMでは農地
や森林の生態系サービスのいずれか 1つ（例：水源涵養機能）の価値を評価することや，多様な
生態系サービスを発揮する農地や森林の価値全体を評価することができるのに対して，コン
ジョイント分析では，一度の調査で複数の生態系サービス（例：水源涵養機能，保健・休養機
能，生態系保全機能）の価値を個別に評価することができる（栗山 他, 2013）．
コンジョイント分析では，森林に生息する生物の種数であれば何種類か，レクリエーション
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であれば何が可能かといった，各属性が取り得る具体的な内容や値のことを水準と呼ぶ．ま
た，属性の束として表現される仮想的な政策や製品をプロファイルと呼ぶ．コンジョイント分
析では，各属性の水準を直交デザインなどの手法を用いて組み合わせることで作成されるプロ
ファイルを回答者に提示し，それらに対する回答者の評価に基づいてプロファイルを構成する
各属性の価値を評価する．たとえば，様々な属性の束として表現される森林整備計画の代替案
に対する回答者の評価に基づいて，木材供給が 1トン増加することに対するWTP，森林に生
息する生物が 1種類増加することに対するWTPといったように，各属性の 1単位の向上に対
するWTPであるMWTPを個別に評価することができる．適切なデザイン手法を用いてプロ
ファイルを作成することで，属性間で多重共線性が発生することを回避し，各属性の価値を独
立に推定することが可能となる．
コンジョイント分析には，完全プロファイル評定型，ペアワイズ評定型，選択実験，仮想ラ

ンキング，ベスト・ワースト・スケーリングなどの質問形式が存在する（表 4）．このうち，環
境評価の分野では，選択実験が広く用いられている．選択実験は，最も望ましいものを 1つ選
択するという回答形式が市場での購買行動に近いため回答しやすいといわれている（栗山 他,
2013）．以下では，選択実験に焦点を当てて説明を行う．
選択実験では，トラベルコスト法のサイト選択モデルや CVMの二肢選択形式と同様に，回
答者の選択行動をランダム効用モデルのもとでの効用最大化行動としてモデル化し，そこから
導出される離散選択モデルを用いて効用関数のパラメータを推定する．
回答者 n が選択肢 i を選択したときの効用を確定項 Vni と誤差項 εni の和として

Uni = Vni + εni と表し，誤差項 εni が独立で同一な第一種極値分布に従うと仮定すると，
回答者 nが選択セット C から選択肢 iを選択する確率 Prni は以下の条件付ロジットモデルで
表される（McFadden, 1974）．

(4.11) Prni = exp(μVni)∑
j∈C

exp(μVnj)

ただし，μはスケールパラメータであり，通常は 1と仮定される．
効用関数のパラメータの推定値を用いることで，各属性に対するMWTPを算出することが
できる．例えば，効用関数の確定項に V = β′xといった線形を仮定した場合，属性 k に対す
るMWTP（MWTPk）は，属性 kのパラメータ βk と負担額のパラメータ βp の比に負号を付け
たMWTPk = −βk/βp として求められる．
近年は選好の多様性を把握することが可能なより洗練されたモデルも用いられている（三谷

他, 2005; 柘植 他, 2011b）．特に広く用いられているのが混合ロジットモデル（ランダムパラ
メータ・ロジットモデル）である．混合ロジットモデルは，パラメータが確率分布にしたがっ
て個人間で異なることを許容するモデルである（Revelt and Train, 1998; Train, 2009; 三谷 他,
2005）．
個人ごとに異なる選好を持つことを仮定すると，個人 nのパラメータは βn と表すことがで

きる．ここで，各個人のパラメータベクトル βn は観察不可能なため，パラメータ βn の密度
に関する条件付ロジットモデルの積分を考える．このとき，個人 nが選択肢 iを選択する確率
は以下のように表される．

(4.12) Prni =
∫

exp(Vni(βn))∑
j∈C

exp(Vnj(βn))
f(β)dβ

ただし，f(β)は βの確率密度関数を表している．推定にあたっては，βの確率分布を仮定する
必要がある．この確率分布としては正規分布などが用いられる（Revelt and Train, 1998; Train,
2009; 三谷 他, 2005）．また，積分計算が代数的に解けないため，シミュレーションを用いて積
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表 4．コンジョイント分析の質問形式．
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分を近似するシミュレートされた最尤法（maximum simulated likelihood）が用いられる．詳細
は Train(2009)を参照されたい．
選好の多様性を把握するために用いられるもう 1つの代表的なモデルが潜在クラスモデルで
ある（Swait, 1994; Boxall and Adamowicz, 2002）．潜在クラスモデルは，個人をいくつかのグ
ループに分類し，各グループの効用関数のパラメータを推定する．このとき，各クラスに所属
する確率を，年齢，性別，所得などの個人属性や態度，動機などの心理的な潜在変数で説明す
るメンバーシップ関数を推定することで，どのような要因で選好の多様性が生じているかを明
らかにする．したがって，選好の多様性が生じる要因を解明することに関心がある場合には，
特に有益である．
サンプル内に S 個のクラスが存在し，個人 nはあるクラス s = {1, 2, . . . , S}に属していると
仮定する．このとき，個人 nが選択肢 iを選択する確率 Prns(i)は，以下のように表される．

(4.13) Prns(i) =
S∑

s=1

[
exp(ζγ′

szn)∑S

s∗=1 exp(ζγ′
s∗ zn)

] [
exp(μsβ′

sxni)∑
j∈C

exp(μsβ′
sxnj)

]

右辺の 1つ目のロジットモデルの式は，個人がクラス sに振り分けられる確率を表すメン
バーシップ関数であり，zn は個人属性や心理的な潜在変数のベクトル，γs は推定されるパラ
メータのベクトル，ζ はメンバーシップ関数のスケールパラメータを表す．右辺の 2つ目のロ
ジットモデルの式は，クラス sに属する個人 nが選択肢 iを選択する確率を表しており，xni

と xnj は選択肢 iと jの属性のベクトル，βsはクラス sに固有のパラメータのベクトル，μsは
クラス sに固有のスケールパラメータを表す．いずれのロジットモデルの導出においても，誤
差項に第一種極値分布を仮定している．
パラメータは最尤法によって推定される．また，クラス数については，AICや BICに基づい

て決定する．
CVMやコンジョイント分析はアンケートで人々の意見を尋ねるため，どのような対象の価

値でも評価できる．また，行動には顕示されない非利用価値も評価できる．しかし，バイアス
が発生しやすいという問題がある（栗山, 1998; Mitchell and Carson, 1989）．
表明選好法のバイアスの中でも特に重大なものが，アンケートにおいて表明する仮想的な

支払額と実際の支払額の乖離である仮想バイアスである．仮想バイアスについては，List and
Gallet（2001），Murphy et al.（2005），Loomis（2011）などがメタ分析を行っている．近年は，
実験経済学の手法も援用しつつ仮想バイアスに関する研究が行われている（三谷, 2011）．仮想
バイアスは表明選好法の信頼性に根本的に関わる問題であり，さらなる研究が求められる．

5. 顕示選好法と表明選好法の統合

顕示選好法は現実の行動に基づくためデータの信頼性が高いが，分析に使用する変数間の相
関が高く多重共線性が発生する場合がある．また，市場に存在しない財についてはデータが存
在しないため，分析に含めることができない．一方，表明選好法は，仮想的な質問に対する回
答をデータとして用いるため，バイアスの影響を受けやすく，データの信頼性は相対的に低い．
しかし，コンジョイント分析において直交デザインを使ってプロファイルを作成すれば属性間
の相関をなくすことができる．また，市場に存在しない財についても分析に含めることが可能
である．このように，顕示選好法のメリットは表明選好法のデメリットを補い，表明選好法の
メリットは顕示選好法のデメリットを補う．したがって，双方のデータを用いて分析を行うこ
とで，双方の欠点を補完しあい，より信頼性の高い評価が可能になると考えられる．そこで，
顕示選好データと表明選好データの両方を使用した分析が行われている．これは，RP-SP結合
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モデルなどと呼ばれる（栗山 他, 2013）．
RP-SP結合モデルの代表的な手法の 1つが，主にレクリエーションの分野で使われている

仮想行動法である．仮想行動法では，仮にサイトの環境の質が変化したらという仮想的な状況
での訪問回数の変化を尋ね，その回答データ（表明選好データ）と実際のレクリエーション行動
のデータ（顕示選好データ）の双方を分析に使用する．はじめにトラベルコスト法のシングルサ
イトモデルで環境変化前（現状）のレクリエーション需要曲線を推定し，次に回答者の回答にし
たがってレクリエーション需要曲線をシフトすることで，環境変化後のレクリエーション需要
曲線を推定する．そして，2つの需要曲線から，消費者余剰の増減を求める．これにより，シ
ングルサイトモデルの枠組みで環境の質の評価が可能となる．仮想行動法を用いた研究には，
Whitehead et al.（2000）やWhitehead et al.（2008）がある．

RP-SP結合モデルのもう 1つの代表的な手法が，共通してランダム効用モデルを用いるト
ラベルコスト法のサイト選択モデルや離散選択型のヘドニック価格法と選択実験の結合推定で
ある（Ben-Akiva and Morikawa, 1990; 三谷 他, 2005）．この両者を結合して推定することで，
仮想的な質問に対する回答をデータとして用いる選択実験の分析を単独で行う場合よりもデー
タの信頼性を高めることができる．また，属性間の相関がない選択実験のデータを加えること
で，サイト選択モデルやヘドニック価格法を単独で用いる場合と比較して多重共線性の影響を
緩和できる．さらに，サイト選択モデルやヘドニック価格法では扱うことができない，市場に
存在しない財についても分析することができる．たとえば，Adamowicz et al.（1994, 1997）は，
レクリエーション行動の分析にこの方法を用いている．また，Earnhart（2001, 2002）は，離散
選択型のヘドニック価格法と選択実験を結合して，住宅選択行動の分析を行っている．RP-SP
結合モデルについて，より詳しくはWhitehead et al.（2011）を参照されたい．

6. おわりに

本稿では，農地や森林の生態系サービスの価値評価に適用可能な環境評価手法として，代替
法，ヘドニック価格法，トラベルコスト法，CVM，コンジョイント分析を取り上げ，その経済
理論と推定方法について解説を行った．
日本では，「生物多様性国家戦略 2012–2020」や「生物多様性及び生態系サービスの総合評価

報告書」において，生態系サービスの経済評価を推進していくことが述べられている（環境省,
2012, 2016）．また，近年，自然の働きを利用したインフラや土地利用である「グリーンイン
フラストラクチャー（グリーンインフラ）」に対する関心が高まっている（西田・岩浅, 2015）．
なかでも注目を集めているのが，自然を防災・減災に活用する「生態系を活用した防災・減災
（Ecosystem-based Disaster Risk Reduction: Eco-DRR）」と呼ばれる取り組みである．生物多様
性条約や気候変動枠組条約の締約国会議などでもグリーンインフラの推進が推奨されている
ほか，国内では「生物多様性国家戦略 2012–2020」，「森林・林業基本計画」，「第五次環境基本
計画」などでグリーンインフラや Eco-DRRの活用が明記されている（環境省, 2012, 2018; 林野
庁, 2016）．気候変動の進行により自然災害が増加する中，農地や森林をグリーンインフラや
Eco-DRRとして活用することに対する期待は今後ますます高まるものと考えられる．それに
伴い，費用対効果の検討などのために，農地や森林の生態系サービスの経済評価に対するニー
ズも高まるものと考えられる．
今後は，拡大する社会的ニーズに応えるため，本稿で取り上げた環境評価手法を適用して，

農地や森林の生態系サービスの経済評価を推進することが必要であると考えられる．また，本
稿で述べた通り，いずれの環境評価手法にも課題があり，いまだ開発の途上である．今後は，
信頼性の向上に向けたさらなる研究が求められる．
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Economic Valuation Methods for Ecosystem Services Provided
by Agricultural Land and Forest

Takahiro Tsuge

Faculty of Economics, Konan University

Agricultural land and forests not only supply agricultural crops and timber, but also
play various roles in land conservation, cultivation of water sources, climate stabilization,
prevention of global warming, conservation of biodiversity, and opportunities for recre-
ation. To recognize the importance of these ecosystem services, it is effective to visualize
their value by evaluating them on a monetary term. However, most ecosystem services
are not traded on the market, and real prices do not exist; therefore, they cannot be
evaluated based on price. Instead, specialized methods called environmental valuation
methods are used to determine their value. In this paper, we explain the economic theory
and estimation methods of the replacement cost method, hedonic price method, travel
cost method, contingent valuation method (CVM), and conjoint analysis. These methods
are applicable to the valuation of ecosystem services provided by agricultural land and
forests.

Key words: Environmental valuation methods, replacement cost method, hedonic price method, travel cost
method, contingent valuation method (CVM), conjoint analysis.


